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1 目的（業務委託による効果）

１ 市民サービスの向上

２ 業務全般の効率化

３ 職員の働き方改革の実現

国民健康保険・国民年金・後期高齢者医療制度事務
業務委託の概要について

資料１
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２ 業務委託後の体制

旧・保険企画課
企画・財務

旧・国保年金課

窓口・受電・事務処理・審査・決定

旧・国民健康保険コールセンター

旧・後期高齢者医療コールセンター

（制度のご案内のみ）

新・国保年金課

窓口

事務処理

新・国民健康保険コールセンター
新・後期高齢者医療コールセンター

旧・国保年金課の「受電」機能を追加
（対応範囲を大幅に拡大）

企画・財務・審査・決定

【委託後】【委託前】

委
託

（R7.1から運用開始済）

（R6.1から運用開始済）

（R7.1から運用開始済）

（R6.4から）

委
託（H30.8～）

（R4.7～）
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３ 業務委託の概要

（１）委託契約期間 令和５年１０月１６日から令和１０年１２月３１日まで

（２）受託事業者 パーソルビジネスプロセスデザイン株式会社 BPO事業本部
（プロポーザル方式により外部委員のみで構成する評価委員会により選考）

（３）契約金額 １６億８，６０３万７，０００円

令和５年９月定例会議において債務負担行為(令和５年度から令和１０年度まで)を設定したもの

（４）委託業務と開始時期

令和7年1月6日開始令和6年1月4日開始

事務処理業務
（各種申請書の処理）※2窓口業務コールセンター業務

〇〇〇 ※1国民健康保険

〇−−国民年金

〇〇〇 ※1後期高齢者医療制度

委託業務

制度

※2 審査・決定事務は除く

※1 国保年金課の受電業務を追加



以降も継続

同額

0.9億円

（Ｒ10.12まで）
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R5年度 (R6.1) R6年度

R7 3.5億円
R8 3.5億円
R9 3.6億円

16.9億円
(5年総額)

R7〜R9年度

2.9億円

窓口・事務処理
R7.1から運用開始予定 委託費総計新コールセンター

R6.1から運用開始済

R9
2.1億円

(R5.12まで運用)

旧コールセンター
1.5億円

最大

(最大)

3.6億円R6
0.4億円

2.5億円

R10年度

人件費
削減

業務委託
費用

新コールセンター旧コールセンター 窓口・事務処理委託

３ 業務委託の概要

（６）主なポイント（窓口・事務処理業務開始後）

☞ 発券機付近に従事者を常時配置し、来庁者をスムーズにご案内

☞ 窓口業務の受付と処理を分担して実施することにより、待ち時間の短縮化を実現

☞ コールセンターから職員へ転送していた受電業務の一部を委託内で完結（ワンストップ化）

（７）年度ごとの業務委託費用と人件費削減の効果額

（５）人員配置(委託スタッフ)

合計後期高齢年金国保
賦課給付

431316(年金は事務処理のみ)14窓口・事務処理
17８ー９コールセンター

※R7.1月のシフトから平均的な配置を算出（常勤以外のスタッフは常勤換算して計上）

※職員は、職員しかできない審査・決定事務に従事するとともに、責任者を通じて適切に指導を行う



４ 業務委託後の職員数の推移（実績・見込）
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令和9年4月1日

（最終目標）

令和8年4月1日

（見込）

令和7年4月1日

R7.1窓口・事務処理委託開始

令和６年4月1日
R6.1コールセンター委託開始

R6.4二課統合

令和4年4月1日

（基準年度）

会計年度

任用職員

正規職員

（再任用含）

会計年度

任用職員

正規職員

（再任用含）

会計年度

任用職員

正規職員

（再任用含）

会計年度

任用職員

正規職員

（再任用含）

会計年度

任用職員

正規職員

（再任用含）

909090175175窓 口

0000(▲7)0(▲3)07373国民健康保険

9090909090国民年金

0000(▲1)0(▲2)01212後期高齢者医療制度

６3554254613461553
事務処理

企画・財務・受電・
事務処理・審査・決定

４(▲5)243(▲3）29(▲7)332(▲２）10(▲４）321236国民健康保険

252(▲1)5262626国民年金

0(▲2)608(▲1)081（▲３）8111後期高齢者医療制度

1５351442144630513258
合 計

５０56608190

▲６▲4▲21▲9―前年度比

▲1５▲21▲16▲14▲16▲10▲0▲5―効率化による減（累計）

▲2▲2▲2▲2▲2▲2▲2▲2―事務移管による減（累計）

（単位：人）

年月日

業務内容
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仕様 実施

検証改善

評価・検証項目（毎年度実施）
“市民サービスの向上”
・コールセンターの機能強化
・ＤＸ化を見据えたＩＣＴ技術の
導入

・来庁者の満足度の向上
“業務全般の効率化”
・業務の効率化
・事務処理ミスの防止
・職員の削減

“職員の働き方改革の実現”
・時間外勤務時間数の削減
・年次休暇の取得促進
・職員の意識向上

５ 効果的な業務委託を行うためのPDCAサイクル

経営評価委員会

マニュアル作成・更新

検証結果に基づく改善策検討

業務委託を実施（５年間）


